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フランスにおける

　「視聴覚コミュニケーションの自由」（三・完）

　　　　　　一1980年代におけるその形成と展開一

井　上　禎　男
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第田面　フランス憲法院と「視聴覚＝1ミュニケーションの自由」

　第1節1981年10月30日・31日の憲法院判決

　　　　　　　　　　　　　　　　く　
　【1981年10月30日・31日の憲法院判決】は、第H章第1節で検討した

「1981年法」にかかわるものである。本訴の異議申立人は、国民議会議i

員および元老院議員である。

　本判決は、以下の内容に言及する。

　①「立法過程について」。ここでの細目として掲げられるのは、

　　1「海外領土への適用可能性を定める法第3条の規定について」の
　　　　　　　　ア　
　　　　みである。

　②「本案について」。ここでの細目として掲げられるのは、

　　1「ラジオ放送の独占に対する特例を行政機関
　　　　（1’autorit6　administrative）が解釈することにかかわる規定につい

　　　　て」、

　　2「ラジオ放送の独占に対する特例を認める自由を非営利社団

　　　　（associations）に留保する本法の規定について」、

　　3「地方公共団体およびその公施設法人に対して、独占に対する特

　　　　例を認める一もしくは複数の放送局の創設および運営の職務を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
　　　　負担させることを認める規定について」である。

　上記判示①部分については、本法の規定が、憲法第74条の規定一

1992年改正前のもの一に基づく事前の協議に付されなかったこと、さ

らには会期外の審理手続を経て成立したことを理由に、異議申立人に

よってとなえられた、法の海外領土への適用を認めないとする主張に応
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えたものである。

　ここで憲法院は、憲法第29条所定の臨時会期の開催による議論を議会

に尽くすよう強いるものではないこと、したがって会期外における両院

同数代表合同会議（la　commission　mixte　paritaire）の会合は可能であり、そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
の構成はその会合前には公表される必要はないこと等を判示した。

　なお、こうした立法のプロセスをめぐる判断については、「極度の形

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　め
式主義」に基づくものであるとも評されている。

　しかし、こうした①のいわば形式にかかわる判示よりも、むしろ重要

なのは、②の本案（内容）にかかわる部分であろう。

　ここで注目しなければならないのは、第H駆引1節でも検討したよう

に、「81年法」が「独占」の“特例”として認めるラジオ局を届出非営

利的社団（associations　d6clar6es）に限定していたことである。そこで、異

議申立人らは、届出非営利的社団に限定しつつも、当該「自由」の行使

を事前の承認のもとにかからせた本法の規定を批判し（法第3－3条。第u

章第1節§3参照）、本件の場合に問題にされる公的自由の行使と矛盾し

ない唯一の制度は“事前の届出制”であると、主張していた。このこと

は、さらには平等原則違反の主張にもつながるものである。そして、こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
こで、1971年7月16日に憲法院が下したいわゆる「結社の自由」判決と

　　　　　　　　　　　　　　　　く　
の関連が取り沙汰されることになった。

　憲法院は、とくに上記判示部分②一2において、以下のように言及

する。

「平等原則は、異なった状況下において異なった原則を適用

しうることを妨げているわけではない。また、立法者は、ラジ

オ放送の独占に対する特例を認める自由を、非営利社団のみに

容認し、技術的に可能な限定的な特例の枠を考慮しつつ、こう
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した方法によって、放送を欲する者が再結集することを、そし

て当該活動を行う際には、あらゆる営利目的を禁ずるように求

めるのみである。そして、こうした条件について言及するなら

ば、それは、表現の自由に反するものではないし、さらにはま

　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
た、平等原則に反するものでもない」、と。

　したがって、本判決において認められる「憲法的価値
（la　valeur　constitutionnelle）」は、「独占」の“特例”を享受することにつ

いて立法者によって示された諸条件と表現の自由との調和という観点か

　　　　　　　　　　　　　　
らふれられるべきものになる。

　ここで具体的に判示されている、放送の領域において問題となる技術

的観点からの制約可能性の問題を看過することはできない。すなわち、

ここで憲法院は、技術的な観点から可能な限られた特例の枠組みのなか

で、非営利を目的とする社団のみにラジオ放送事業を承認することは、

相対的な平等を保障するものであり、表現の自由の保障に反するもので

はない、と判示しているのである。

　こうした判断は、法律と行政立法との所管事項の区分に関する憲法上

の原則の“確認者”としての60年代の「独占」にかかわる判断、さらに

は「独占」と「自由」という“本質問題”を回避した70年代の「独占」

　　　　　　　　
にかかわる判断とは、明らかに一線を画したものである。

　確かに、結論のみをとれば、この「81年判決」は、立法府の判断を尊

重しながら、「独占」の“特例”の内容を追認した判決として評価され

るだろう。しかしながら、いまだ「独占」が維持されている時期に、少

なくとも、憲法院が「自由」をめぐる“本質”にふれ（あるいは、ふれる

態度を表明しながら）、表現の自由をめぐる「憲法的価値」に言及してい

ることには重大な含意がある。

いみじくも本件では、憲法院が、議会が政府の所管に介入していない
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かを監視する単なる“監視者”ないしは“確認者”から、“人権ないし

は自由の保障機関”ないしは“擁i護i者”へと実質的に転換する契機に
　　　　　　く　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　にアロ

なった、1971年の「結社の自由判決」が取り沙汰されることになった。

そして、本件での憲法院の判断は、「ラジオ・テレビの自由」ないしは

その後の「視聴覚コミュニケーションの自由」の領域における、こうし

た憲法院のあゆみそのものを実証する端緒になったものとしても評価す

ることができる。こうした本判決への評価は、過大なものであろうか。

　もっとも、次節において検討する「82年判決」において、憲法院は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　　　ヘ　　　ヘ　　　へ前章第2節で検討した「82年法」の性格上、まさに実質的な「自由」に

対する判断を迫られることになった。その意味で、実質的な「自由」へ

の言及をまたない本判決を、積極的に評価する必然性は乏しいのかもし

れない。しかしながら、何よりも、この「81年判決」が、終末とはいえ

「独占」期に出されたものであることに着目すれば、「82年判決」以降、

実質的に“精緻化”される当該「自由」の領域における判例理論の位置

づけ上、「自由」の“端緒”として果たすその役割は、決して過小評価

されるべきものではないと考える。

　　（266）　D6cision　n。81－129　DC　du　30　et　310ctobre　l981，　ZO．，Zo’3α鹿czα5，　ler

　　　Novembre　l　981，　pp．2997－2998．，　R8c．1981，　pp．35－38．なお、以下は、∫0．を引く。

　　（267）　　ノ10．，oP．　d∫らP．2997．

　　（268）　　1わ∫記，pp．2997－2998．

　　（269）　DEBBASCH（C．），」858君。η45αrr6’34配4顧。”4θZ’α麗4’ov’5κ6」，　Sirey　1991，p．190．

　　（270）　　Jl　O。，　oP．　d∫」，P．2997．

　　（271）　DEBBASCH（C），　op．，d∫．，　p．190．

　　（272）本判決の要約については、さしあたって、井上前掲注（1）論文（「フラン

　　　ス放送行政における『独占』の史的経緯」）「（一）」21－22頁を参照された

　　　い。
　　（273）　DEBBASCH（C．），　op．，c肱，　p．190．

　　（274）　　Jl　O．，　oP．　c〃．，　P．2998．

　　（275）　FAVOREU（L．），《Le　droit　constitutionnel　jur孟sprudentiel　en　I　981－1982》，

　　　R．D．P，1983，　p．378．
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（276）　【1964年3月17－19日の憲法院判決】（D6cision　n．64－27　L　des　l　7　et　19　mars

　　l964，　Z（λ，Zo’∫6∫46cz8’5，4AvriH　964，　pp．3095－3096）と、【1978年7月27日の憲

　　法院判決】（D6cision　n．78－96　DC　du　27　Juillet　1964，　Z　O．，Zo’∫6∫46c溜5，29　Juillet

　　1978，p．2949）については、前掲註釈（13）を参照されたい。

（277）　1971年をメルクマールとみるこうした指摘については多くの文献がふれ

　　るところである。たとえば、憲法院判事をつとめたROBERT（」．）による言

　　及として、参照、ジャック・ロベール（辻村みよ子訳）前掲注（224）論文（「基

　　本的人権の擁護者としてのフランス憲法院」）203－204頁および、ジャック・

　　ロベール（山元一直）「少し距離をおいて見た憲法院の9年間」日仏法学22

　　（2000年）II2－113頁。

‘（278）　特定の分野に限定された結社ではあるが、この「81年判決」は、「結社

　　の自由」一般の判決としても取り上げられるもののようである。Cf　Vbir，

　　CHAMPEIL－DESPLArS（V），　LE3　PRWαPE5　FO1＞DAMEノ＞7）4ωぐRECO〈η〉σ3

　　E4R　LE3　LOZ5　DE　LA　REPσBLlgσE－PlR1八「CZPE5「CO1＞∫π：rσηFO八ηVEL∫Eτ

　　ノσ∬7F／G4π01＞DAN3　LE5　D∬COσR3」σRの1gσE3一，　ECONOMICA　2001，

　　TABLE　DES　DECISIONS　CONSULrEES。

第2節1982年7月27日の憲法院判決

　　　　　　　　　　　　　　　く　　
　【1982年7月27日の憲法院判決】は、第H章第2節で検討した「82年

法」の制定過程において、国民議会議員および元老院議員が審査請求人

となってとなえられた憲法異議に対する判断である。

判決は、以下の内容に言及している。

①「国民議会議員の審査請求（SAISINE）について」。ここでの細

目として掲げられるのは、

　1「人権宣言第11条違反を根拠とする提訴理由（grief）につい

　　て」、

　2「法の前の平等原則違反を根拠とする提訴理由について」、

　3「企業の自由への違反を根拠とする提訴理由について」、
　　　く　
　である。
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　　　　　　　　　　　　　　エ　
②「元老院議員の提訴について」。

　本節ではとくに、判示のうちの①一1および①一3部分について検

討する。

　まず、①一1部分について、審査請求人らの主張が、フランス人権宣

言第11条（表現の自由の保障規定）違反を理由とする点が注目される。そ

の主張は、新聞・出版の場合に同じく、視聴覚コミュニケーションに許

容可能な唯一の制限は、秩序維持上の理由（motifs　de　police）によっての

　　　　　　　　　　　　　　く　　
み正当化されるというものである。

　この点に関する憲法院の判断は次のようなものである。

「憲法第34条は、公的自由の行使のために市民に認められる基

　本的な保障に関する諸制度については、法律が定めるものと規

定している。技術および技術による支配の状況のもとで、人権

　宣言第11条に基づくコミュニケーションの自由の行使と、一方

　で視聴覚コミュニケーションの手段に固有の技術的性格、他方

　でおおやけの秩序の確保、他者の自由の尊重、社会・文化的な

　表現の流布の多元的性格の確保といった憲法的価値を有する目

　二一それは伝達方法が有する多大な影響力によって侵害され

　る可能性があるものでもある一を両立させる権限は、立法府
　　　　　　　
　にある」、と。

　結論からすれば、ここで憲法院は立法府の裁量を尊重し、立法府が法

律で採った制限措置についての判断を差し控えるという姿勢を示してい

る。

　しかしながら、ここでもこうした結論だけに終始できない含意が認め
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られる。それは、憲法院が本判決部分で、「視聴覚」という「多大な影

響力」を有する手段によって行われるコミュニケーションを、何よりも

“人権”である人権宣言第11条の保障のもとに明確に位置づけたことで

ある。さらには、そのようなコミュニケーションの手段がもつ技術的性

格を考慮しながら、その「多大な影響力」によって、当該「自由」ある

いは「権利」が侵害される可能性にも留意しながら、立法府の手によっ

て一ここでは3つほど掲げられる一「憲法的価値を有する目的」と

の「両立」がはかられることになる、と判示している点である。

　この判示部分への私見は、まずは、大石助教授がドゥバッシュ
　　　　　　　　　　　く　
（Charles　DEBBASCH）の所論に依拠して行う評価と重なりあう。すなわ

ち、ここで憲法院は、人権宣言第11条に言及することによって、放送の

「独占」体制への回帰を放棄したのみならず、さらには、固有の技術的

制約とその絶大な影響力のために特別の制約を要する「自由」であるこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
とを理由に、「独占」期とは異なった「新しい規制根拠へと移行した」

とみることができる。

　こうした82年の憲法院の判断は、先に検討した「81年判決」一「独

占」の“特例”を享受することについて、立法者が示した諸条件と、

「表現の自由」とを調和させる観点から、「憲法的価値」に言及した判決

一を、いっそう実質的なものにしたということができる。

　他方で、「82年判決」の当該判示部分において、憲法院が3つの「憲

法的価値を有する目的」を明らかにしていることも看過できない。

　この「憲法的価値を有する目的」とは、基本的な自由であってもそれ

を絶対視することなく、立法者による制限を容易にするものとして「比

較的最近現れた」ものとされる。そして、こうした「憲法保障の限界」

論の問題としてみた場合にも、本判決は「有益な示唆を含んでい」ると

　　　　　　　
評されている。

　ここでの問題は、憲法院による憲法適合性判断の基準になる規範とし
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ての「憲法適合性ブロック（bloc　de　constitutionnalit6）」の問題にも直結

する。

　本判決が「憲法適合性ブロック」の新たな構成要素としての「憲法的

価値を有する目的」のみならず、従来から明らかにその構成要素とされ

る1789年の人権宣言をも引きながら、「自由」を基礎づけたことは重要

であろう。もっとも、ここで「憲法的価値を有する目的」を「憲法適合

性ブロック」の当然の要素としてとらえること、そしてとくに、その概

念の抽象的性格にも目を向けなければならないこと、ひいては観念の理

解が多様であることから、「憲法適合性ブロック」自体の分析ないしは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
評価が困難であることには留意せねばならない。

　しかしながら、さしあたってこの判決が、「視聴覚コミュニケーショ

ンの自由」についての複数あるいは並立的な、または階層的な憲法判断

の基準になる規範を求めていることは、注目に値するものと思われる。

さらに本判決における「憲法的価値を有する目的」が立法による自由の

制約を正当化するものとして機能し、そのために自由確保に向けての調

整概念としてもとらえられていることも看過してはならないだろ（ 吹r。

　つぎに、判示①一3部分について検討する。この箇所は、広告財源

を集めるラジオ放送のローカルサーヴィスを認めることについて、審査

　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ　
請求人の行った主張に応えた部分である。

　ここで憲法院は、こうしたサーヴィスを容認しないことは、審査請求

人が提訴理由において違反の根拠としている2つの自由一すなわち

「企業活動の自由」と「コミュニケーションの自由」一には反しないと

判示した。

「全般的なものでも、絶対的なものでもない、当該自由は、法

律によって制定されるルールの枠内においてのみ存在し得るも
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のである。また、商業広告（publicit6　commerciale）によるコミュ

ニケーションの財政活動に対して制限を加える諸規則について

は、それ自体、コミニュケーションを行う自由（1ibert6　de

communiquer）に反するものでもなければ、さらには、企業活

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に　動を行う自由（libert6　d’entreprendre）に反するものでもない」。

　本判決は、おそらくはそれのみで、フランスにおける「企業活動の自

由」一般にまで拡大するものとはいえないだろう。

　したがって、本判決の当該部分の評価にあたっては、フランスにおけ

る「経済的自由」、とりわけ一「営業の自由と近似的な内容を持つもの

と捕えられる」一「企業活動の自由」とのかかわりにも目を向けなけれ

ばならない。憲法院は、この「82年判決」に前後して「企業活動の自

由」をめぐる判示を行っているようだが、「学説上も明確な定義を与え

られてはいない」この「自由」が、「憲法上の効力を持ちながらも、法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
律によって規制されうる、という性格を持つもの」ならば、この「82年

判決」は、こうした「企業活動の自由」という　“公的自由”に対しても、

一定の役割を果たす先例になるものと思われる。

　しかしながら、本判決が明らかにした、視聴覚コミュニケーションの

「企業活動の自由」が、法律によって制約される可能性のある、いわば

法律の枠内での「自由」であることを明らかにした点に注目すれば、こ

の「82年判決」は、放送を含む視聴覚コミュニケーションの活動の“公

的な性格”ないしは、完全な市場に委ねることのできない“一般的利

益”の特性を基礎づけることになるものと考える。

（279）　D6cision　n．82441　DC　du　27　juiUet　l982，　Z　O．，10’3θ’44czα5，29　juillet　1982，

　pp．2422－2424．，　R6α1982，については未見。本稿では、∫（λに拠る。なお、

　DEBBAASCH（C．），」θ58ハαη4∫αrr2’∫伽4雇’48」’α配4’oy磁θ」，　Sirey　l991．にも所

　収される。

（280）　」：0．，Jo’3α44c陛～孟5，29　juillet　1982，　P，2423．
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（281）　　1わ∫謡，1フ．2423．

（282）　ROSSINELH（M．），　LαZめ6π4漉！α君α伽イ6！甜5∫oη6η4ハ。’∫co即αr6，

　PUBLISUD　l991，　p．120，

（283）　Zσ，Zo’36’44c泥’5，29　juillet　l982，　P2423．

（284）　DEBBASCH（C．），　oμ，c肱，　pp．201－203．

（285）大石前掲注（3）書（『フランスのマス・メディア法』）65頁。

（286）　ジャック・ロベール（辻村みよ下訳）前掲注（224）論文（「基本的人権の擁

　護者としてのフランス憲法院」）216－217頁。

（287）本稿では”bloc　de　constitutionnalit6。”を「憲法適合性ブロック」と訳出し

　　た。「憲法ブロック」や「合憲性ブロック」とも訳されるこの概念について

　　は、前掲註釈（224）江藤論文（「フランスの違憲審査制をめぐる憲法規範論の

　再検討」）および、ジャック・ロベール（山元一指）前掲注（277）論文（「少し距

　離をおいて見た憲法院の9年間」）とくに113頁以下に加え、より最近のもの

　　として、小林真紀「フランスにおける合憲性審査基準の変容一憲法院判決

　　に見る新たな準拠規範の果たす役割一」上智法学論集第45巻第3号（2002

　　年3月）75頁以下が極めて詳細に論じる。

（288）小林前掲注（287）論文112－113頁は、FAURE（B．）の所論に依拠しつつ、多

　様な「憲法的価値を有する目的」の機能のひとつの先例として、この「視

　聴覚コミュニケーションに関する「82年判決」を紹介する。

　　本判決がこうした「目的」の機能上のひとつの特色を示すものであるこ

　　とを、ひろく「憲法適合性ブロック」のなかでどのように見極め、さらに

　　は「視聴覚コミュニケーション」の領域におけるこうした規範論の展開を

　　どのように評価すべきなのだろうか。前掲註釈（224）でもふれたが、こうし

　　た憲法院の判断のスタイルが、ほかの領域の“公的自由”と比べた場合に、

　　とりわけ「視聴覚コミニュケーションの自由」への審査密度の高まりとし

　　て理解できるものなのかという点については、現時点においてはいまだ確

　信をもつには至っていない。したがって、こうした問題点については今後

　　の検討に委ねたい。

（289）　ROSSINELLI（M．），　op．，d乙，　p．120．

（290）　　ノ10．Zo’56’46cz8’3，29　juillet　l982，　P．2423．

（291）以上、参照・引用、多田一路「フランスにおける国家による経済介入

　　　市民的介入か、官僚的介入か、国有企業の管理を素材にして一」憲法

　　理論研究会編『現代行財政と憲法』（敬文堂・1999年）とくに84頁。多田助教

　授は、「ディリジスム」の文脈から、「国有化」に関する【1982年1月17日

　　の憲法院判決】および、MESTRE（J－F）の所論をも引きつつ、このように評

　　価する。

　　　なお、フランスにおける「営業の自由」とその役割については、植野妙
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実子「フランスにおける営業の自由と警察規制」法学新報第88巻第1・2号

（1981年4月）79－113頁および、植野妙実子「フランスにおける営業の自

由」法律時報第54巻第11号（1982年11月）154－157頁を参照。

第3節1986年9月18日の憲法院判決

　　　　　　　　　　　　　　　　
　【1986年9月18日の憲法院判決】は、第H章第3節で検討した「86年

法」の制定過程において、国民議会議員および元老院議員が審査請求人

となってとなえられた憲法異議に対する判断である。

　本判決は、この領域における80年代の判決のうちで最も、のみならず、

これまでに判示された憲法院判例のなかでも極めて重要なものとして位

置づけられる。「本判決において憲法院判事は、これまでにはない姿勢

で法を注意深く審査し、かつ、今まで以上に精確な憲法上の原理
　　　　　　　　　　　　　　く　
（principes　constitutionnels）を示した」。

本判決は、以下のように多岐の論点にわたるものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①「H．A．C．A．からC．N．C．Lへの移行について」。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
②「ヘルツ波（fr6quences　hertziennes）利用の法的枠組みについて」。

③「地上波（voie　hertzienne　terrestre）もしくは衛星によって送信される

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　コミュニケーションサーヴィスにおける多元主義について」。な

　　お、ここでの細目として掲げられるのは、

　1「公共部門における多元主義について」、

　2「民間部門における多元主義について」、

　3「C．N．C．L．の有する権限の範囲について」、

　4「集中排除（contr61e　des　concentration）について」である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
④「放送番組公社《T．El》の民間部門への譲渡について」。なお、こ

　　こでの細目として掲げられるのは、

　1「公役務特許契約の制度を適用しないことについて」、
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　2「多元主義をめぐるT，FI社の地位について」、

　3「競争制度の尊重について」、

　4「放送番組公社《T．Fl》の価格決定（∬xation　de　la　valeur）につい

　　　て」である。

　　　　　　　　　　　　　く　
⑤「その余の提訴事由について」。

　　なお、ここでの細目として掲げられるのは、

　1「第5条の規定について」、

　2「CN．C．L．への規則制定権の帰属について」、

　3「第13条の規定について」、

　4「第14条の規定について」、

　5「第26条の規定について」、

　6「第28条の規定について」、

　7「会社に対する免許付与を定める条文について」、

　8「第57条の規定について」、

　9「第102条の規定について」、

　10「第103条の規定について」、

　11「組織法律の管轄について」、

　12「公物譲渡不可能の原則の否定（m6connaissance　du　principe

　　d’inali6nabilit6　du　domaine　public）について」、

　13「平等原則違反について」、

　M「憲法第74条を根拠とする理由について」である。

　　　　　　　　　　　く　
⑥「第4条の規定について」。

　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　
⑦「1982年度の諸規定の廃止について」。

　　　　　　　　　　　　　く　　
⑧「法のその他の規定について」。

本節ではとくに、判示①②③部分について検討を加える。
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　判示①部分について、審査請求人は、「82年法」下のH．A．C．A．のメ

ンバーの任命方法の終了について、以下のように主張していた。それは、

憲法的価値の要請に対する侵害があったことを示さなければ、その任命

の方法を変更することはできないし、それを示せないのならば、「86年

法」のもとでH．A．C．A．のメンバーの任命方法を終了させて、　CNC．L．の

メンバーについての新たな任命方法を創設することはできない、という

ものである。

　すなわち、こうした主張には、「立法者が常に憲法的な性質をもつ目

的を実現し、あるいは調整するために、立法者自らがその時宜を得る機

会をもつ新法を制定できるものの、こうした立法者の立法変更の権限は、

憲法的な性格の要請についての法的な保障を奪うような効果をもっては

　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
ならないものである」とする含意があった。

　こうした主張に対し、憲法院は、以下のように応える。

「［H．A．C．A．がC．N．C．Lへと移行することは、］C．NC．しに対して、

　憲法的性格の要請にかかわる法的な保障を奪う効果をもち得る

　ものではない。今後、立法府は、あらゆるルールもしくはあら

　ゆる憲法上の原理に配慮し、立法者が選択した当該移行（cette

substitution）の期間内に、H．A．C．A．のメンバーの任命の終了を決

　　　　　　　　　　　　　　　くヨ　
　毒することができるのである」、と。

　ここで憲法院は、前節で検討した「82年判決」でみられた立法府の判

断の尊重の態度を維持しつつも、それを立法者が憲法上の原理への配慮

の枠内で行使するように要請している。

　憲法院が、こうした立ち入った判断を行っている点は、前節で検討し

た「82年判決」同様、「憲法適合性ブロック」の問題、ここでは「憲法

的価値を有する原理」一たとえば「公役務の持続」がこれに該当する。

さらには「公役務の持続」に代表されるような“公共の福祉”ないしは
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“一 ﾊ的利益”の要請と、権利を制約することの限界論も考慮しなけれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
ばならない　　とのかかわりにおいても注目されるものである。

　判示②部分では、「公役務特許契約」制度（この概念については、前掲註

釈（99）を参照されたい）の廃止が問題にされた。すなわち、ここでは、第H

章第3節で検討した「86年法」が民間放送局の地位の強化と視聴覚の公

的規制からの解放を目的としていたことから、新たに「82年法」下の

「公役務特許契約」制度を廃止し、免許権者を原則としてC．N．C．L．に一

本化させたことが問題にされたのである。

　ここでの審査請求人の主張は、「ヘルツ波は稀少であり、それは公物

に属するものである。こうしたコミュニケーションの様式は、その性質

上、憲法的な要請に対応するものである公役務を構成するものである。

それゆえに、公役務の特許契約制度のみが、こうした要請を尊重するこ

とを可能にする」。したがって、「86年法」において認められる制度の枠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
内で、チャンネルを創設することは不可能である、というものであった。

　憲法院は、これまでにみてきたように、「82年判決」において“コ

ミュニケーションの自由の行使”と“憲法的価値を有する目的”との

「両立」の必要性を判示していた。本判決においては、ここでの「両立」

のために立法府が考慮すべきコミュニケーションの手段がもつ技術的性

格について、さらに立ち入った判断が実践されたものとみることができ

る。それは、放送の態様ないしは技術に応じた法制度の構築の内容にか

かわるものである。

　すなわち「86年判決」は、当該部分において、立法府がヘルツ波を使

用するテレビ放送のすべてを、公役務の適用可能な法制度に服させるの

ではなく、そこでは特許契約制度の手法が普遍的に採用されてはいない

こと、加えて、現実にヘルツ波を使用するテレビ放送というコミュニ

ケーションの様式が、憲法的な性格を有する規定に基づいた公役務の活
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨ　　
動を構成するものではないことを、判示している。

　よって、あらゆる放送が公役務を二一するものではない以上は、公役

務の特許契約制度のみが放送局創設の手段として認められるわけではな

い。そこから、当該制度を廃止して免許制による放送局の創設を認めた

「86年法」の条項は、何ら憲法には反しないと結論づけられることにな

る。

　判示③部分については、多元主義保障のための規定、とくに当初の

集中排除規定のあいまいさが問題になった。この点について憲法院は、

当初の「86年法」の関係条項を憲法不適合と判示している（第H章第3節

§4および前掲註釈（200）を参照されたい）。

　こうした多元主義にかかわる判断は、本判決のなかでも最も重要なも

　　　　　　　　　く　
のであると考えられる。

　以下は、ここでの憲法院の判示にそいながら、さまざまなレヴェルで

論じられる多元主義の問題を、便宜上a）b）c）という3つの観点から整

理し検討する。

a）多元主義それ自体についての判示

　　「社会文化的表現の流布についての多元主義（pluralisme

　　des　courants　d’expression　socioculturels）は、それ自体、憲法的価

　　値を有する目的（objectif　de　valeur　constitutionnelle）である。この

　　多元主義の尊重は、民主主義の諸条件の一つである。1789年人

　　権宣言第11条が保障する思想および意見の自由な伝達は、視聴

　　覚コミュニケーション手段の客体となる公衆が、民間部門およ

　　び公共部門における報道の公正さの要請（imp6ratif　d’honnetet6

　　de　l’information）の尊重のもとで、多彩な性格傾向の表現を保

　　帯する放送番組を、自由に選択できてはじめて有効になる。要
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するに、達成すべき目的は、人権宣言第ユ1条によって宣言され

る自由の本質的な享受者である聴取者および視聴者が、自らの

選択の自由を行使できることにある。ここでの行使される聴取

者および視聴者の選択の自由は、私的な諸利益（int6rets　priv6s）

によっても、また公権力（pouvoirs　publics）によっても代替され

るものではないし、市場における目的の対象にされるものでも
　　　　　

ない」。

b）内部的多元主義に関する審査

　とくに上記した判示③一1部分において、憲法院は、公共部門の内

部的多元主義の保障について審査する。

　内部的多元主義は、民主的かつ多元的な組織・運営のために要請され

る放送番組の内容への配慮、あるいは参加（たとえば公共部門においては、

その「理事会」に労組代表や聴取者・視聴者代表を参画させ、民主的な意思

決定が可能な人的組織を構築すること）とあわせて、当該部門での放送時

間の配分や、アクセス権ないしは反論権の確保にかかわる問題も、議論

の対象にする。

　本判決では、公共部門で放送される　　第H章第4節§2の「表1」

でもみたような一政府による放送や両議院の審議i中継放送ないしは各

種団体の意見表明放送、さらには宗教放送（現行法では第54条一第56条）

における放送時間配分ないしはアクセス権付与についても論じられる。

　ここで憲法院は、まず、選挙期間中に政治団体に対して保障されるア

クセス権、政府による放送に対し保障される反論権、議会の党派や全国

的規模での代表的な労組および職能団体に対して付与される一定の放送

時間、日曜の朝の宗教実践のための宗教放送義務を確認する。その上で、

CN．C．L．が勧告によって放送番組公社の放送番組のうち、とくに政見放

送において思想および意見の多元的表現を確保することを定める法第！3

条第1項の規定にふれる。そして、当該条項が、C．N．C．L．がこの法律に
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より認められる任務を行使する根拠になること、また、そのことによっ

て、C．N．C．L．の行う勧告が義務的な性格を有するものになり、越権訴訟

に訴えることが可能になること、それは、本法においてCN．C．L．が有す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨユ　　
る権限を行使しない場合にも同様であることを判示している。

c）外部的多元主義に関する審査

　内部的多元主義の保障にかかわる判示を行いつつ、さらに憲法院は、

民間部門における外部的多元主義の保障可能性、すなわち集中排除規定

について審査を行う。

　　　　　　　　　　　　　　
　判示部分は詳細であるが、要約すれば以下のように解される。すなわ

ち、同一人物に対して、領土のすべてもしくは一部をカヴァーするヘル

ツ波によるテレビ会社の資本の25％を所有することを可能にし、同一人

物がいくつかの異種のメディア、すなわち周波数を用いるテレビや長波

およびFMラジオ放送への免許を同時に保有できる結果、集中を可能に

する（当初の）集中排除規制は不十分に過ぎ、多元主義の保障を可能にす

るものではない、というものである。

　さらに憲法院は、この。）部分についての憲法不適合の判断をふまえ、

よりいっそう厳格な条文の採択を立法府に求める際に、外部的多元主義

の統制に不可欠な財政の透明性の確保をも要請している。のみならず、

首相に規則制定権を与えている憲法第21条との関連で、自律的な規則制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨ　　　
定権限をC．N．C．L．が獲得したことを明らかにした。

　なお、このことは、表現の多元的な流布を保障するために、与えられ

た領域での周波数の存在を前提に、CN．CL．が民間部門における免許付

与を行うことや、ここでのC．N．C．L．の決定ないしは処分が、コンセイ

ユ・デタによる統制を受けることになるという、前述b）の判示にも結

びつくものである。

　ちなみに、こうした憲法院による憲法不適合の判示を受けて、「86年

法」に盛り込まれることになった実際の集中排除措置（第H二二3節§4
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でもふれた）については、その実効性の観点から、疑問視する声もみられ

た。それは、「86年法」が市場原理に応じたT．Elの民営化と自由な競

争理論を理念とする法であったとしても、集中排除規定による競争制限

が現実に可能になった以上、実際の競争は脆弱なものに終始してしまい、

その結果、強力な複合メディアグループを軸とするメディアの集中のプ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
ロセスに「86年法」を寄与させることになった、という批判である。

　しかし、それでも憲法院が、国家による規制理論とは異なった市場原

理に基づく多元主義の保障に、明確に言及していることに注目しなけれ

ばならないだろう。

　ここで憲法院判事は、聴取者ないしは視聴者がさまざまな傾向の表現

を保障された番組を、自由かつ広範に選択できるという議論を中軸に据
　　　く　
えている。いわば、多元主義にかかわるa）b）c）の判示に通底する理

念は、何よりも「受け手」の権利を重視することである。

　この点を、前節で検討した「82年判決」との対照において理解すれば、

「1982年の憲法院判決によって『放送の自由』に独特の色彩を与える要

因として公認されていた“絶大な影響力”論と“技術的制約”論が一歩

後退し、代わって“意見の多様性の確保”という命題が『放送の自由』

に独自の色彩を与えるものとして新たに前面に押し出されてくる」もの
　　　　　　　　く　　
とみることができる。

　そして、本判決が、「憲法的価値の要請」「憲法的価値を有する目的」

　　　　　　　くヨユの
等にもふれながら、“人権”としての人権宣言第11条の規定（表現の自由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
の規定）から多元主義の憲法上の要請を明らかにしていることも極めて

重要である。

　あくまで自由で多様な「受け手」の選択を前提に、「86年法」の理念

にそって、多様な「送り手」の創出を確保するための集中排除規定に要

請される精確性、多元主義の保障を確保するための独立行政機関の自律、

さらにその活動の適法性ないしは処分への司法統制の要請。こうした判

断は、このような多元主義を要請する「視聴覚コミュニケーションの自
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由」が、とくに「受け手」の自由の側面から、明らかに“人権”によっ

て基礎づけられる‘‘公的自由”としての性格を内在させていることを明

確にしている。それゆえに、当該“公的自由”の立法には、立法上容認

される制約の厳格さや立法上の措置についての慎重な配慮が必要になる。

　こうした内容にまでふみこんだ86年の憲法院の判断が、「視聴覚コ

ミュニケーションの自由」の形成と展開に果たした役割は極めて大きい。

（292）　D6cision　n。86－217　DC　du　18　septembre　l　986，　Zσ10’58’46c吻＆19　septembre

　　1986，pp．11294－11301．，　R8c1986は参照できなかった。本稿では、　Zσに拠る。

　　なお、DEBBAASCH（C．）」θ3　g君αη4Mrr2’5ぬ4zo”481’側4’ov’餌θ」，　Sirey　1991．お

　　よび、DERIEUX（E），　DROI74θ1αCOMMσMC4T101＞∫ノOR∬PRひDE2＞CE

　R6c配6’Z　46’6螂633θ8d，　COLLL亘GIPRESSE，　VICTOIRES直DITIONS　l　998。にも

　所収。

（293）　ROSSINELLI（M．），　Lα妨6π448　Zαzα4’o一’4Z6γ∫3’oη6η4zo蕗co即αr4，

　PUBLISUD　1991，p．121．

（294）　ZO．　Jo∫58∫46c照6鵡19　septembre　l　986，　pp．蒐1294－11295．

（295）　　Zわ’6孟，p．l1295．

（296）　　1わ’4．，pp．l1295－l1297．

（297）　　1わ’4，pp．l1297－11298．

（298）　　1わたノL，pp．11298－11301．

（299）　1玩4」，p．11301．

（300）　　1わ’舐，p．11301．

（301）　　1わ’4．，p．11301．

（302）　ROSSINELLI（M．），　oμ，c肱，　p．121．

（303）　訊0．10’56’44c順5，19　septembre　l　986，　p．11295．

（304）1’principes　de　valeur　constitutionnelle”について、本稿「（一）」の「はじめ

　　に」（九大法学第82号325頁）ではこれを「憲法的価値を有する原則」と訳出

　　していた。、しかしながら、邦語文献を参照する限りでは、”phncipes”を「原

　　理」と訳出するのが一般的なようである。したがって、以後はこれを「憲

　　法的価値を有する原理」に改めさせていただきたい。

　　　こうした「憲法的価値を有する原理」の問題については、ジャック・ロ

　　ベール（山元一訳）前掲注（277）論文（「少し距離をおいて見た憲法院の9年

　　間」）とくに114頁以下を参照。また、小林前掲注（287）論文（「フランスにお

　　ける合憲性審査基準の変容一憲法院判決に見る新たな準拠規範の果たす

　役割一）81－104頁に詳細である。
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（305）　ROSSINELLI（M．），op．，　c”．，　p．122，

（306）Za♂oゴ∫ε’46c腕∫，19　septembre　l986，　p　l　l295．また、本文で示した判示④

　　一1部分である1み畝，p．11297．も参照。

　　　なお、大藤紀子「フランスの公役務概念に関する一考察」経済と貿易（横

　　浜市立大学経済研究所）178号（1999年5月）75頁以下は、本稿で示した判示

　　④一1部分（乃’4．，p．l1297．）を一例として引きながら、「憲法的公役務（service

　　public　consdtutionnel）」を論ずる。

（307）以下の判例の引用部分にもかかわるが、とくに多元主義の観点から注目

　　すべき本判決のコンテクストを指摘するものとして、LUCHAIRE（F．），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　五APRO7ECη「01＞CO1＞517：17■σ：τ70Aη＞ELL」E：DE5　DRO1∬EτDE3〃BER7E5，

　　ECONOMICA　1987，　pp．125一里26．；Publi6　sous　le　haut　patronage　du　Conseil

　　constitutionnel，　COハ兀∫EIL　CON5Z1τこノ770〈η＞EL　一　乃8η∫8　αη3　4θ　∫配r’∫pr㍑46ηαチ

　　1959－1988，，Ed．Imprimerie　Nationale，　pp．269－270。

（308）　ノ10．10∫56’44c観3，19　septembre　1986，　p．　l　l　295．

（309）公共・民間の媒体の別を問わず、情報がひろく社会全体に行き渡ること

　　が多元主義の保障に資することになり、それは民主主義の観点から、「放送

　　分野においてはとくに多くを要求するもの」とされる。憲法院の当該判示

　　部分の含意については、さらに多様な観点から慎重な検討を要するもので

　　もあろう。こうした観点から「86年判決」にふれるものとして、参照、

　　WACHSMANN（P），《Participation，　communication，　puluralisme》，1’AJaA。20

　　juillet／20　aoαt　l998　sp6cial．の翻訳、村田尚紀訳「［資料］バトリク＝ヴァク

　　スマン『参加、コミュニケーション、多元主義』」関西大学法学論集第50巻

　　第4号（200ユ年U月）とくに196頁以下。なお、WACHSMANNによる本件判批

　　については、さらに耐忍注（317）を参照。

（310）　ノ10．Jo’56∫46c漉8，19　septembre　I　986，　pp．11295－11296．

（311）　　」r∂’4．，pp．1129641297．

（3ユ2）　ROSSINELLI（M），ρρ，，c’∫．，pp．124－125，したがって、ここからROSSINELLI

　　は、CN．C．L．によって民間部門に与えられる免許の性質を「公役務の義務に

　　類似するもの」と説く（乃’広p．125．）。

（313）　REGOURD（S．），《La　dualit6　public－priv6　et　le　droit　de　Ia　communication

　　audiovisuelle》，、R．、ED．A．，1987　p．365．

（314）cHEvALLIER（J．），《Le　n6uveau　statut　de　la　libert6　de　communication》，

　　1’、4．Z」D，A．，　n。2－20　f6vrier　l　987　p．63．

（315）大石前掲注（3）書（『フランスのマス・メディア法』）68頁。

（316）　この点の漫心として、LUCHAIRE（F），ρρ．，6∫’．，　p．126．本章「小結」で、そ

　　の内容にふれる。

（317）本件についての2つの判批、WACHSMANN（P），1姓．ZD。A，20　f6vd　987，
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．pp．l12．　l　l　3。およびEへVOREU（L），　R．ap，　l　g8g，　pp。491－492．を参照Q

第4節1989年1月17日の憲法院判決

　　　　　　　　　　　　　く　
　【1989年ユ月17日の憲法院判決】は、第H章第4節で検討した、「86年

法」を改正するための「89年法」の制定過程において、国民議会議員お

よび元老院議員が審査請求人となってとなえられた憲法異議に対する判

断である。

本判決は、以下の内容に言及している。

①「C．S．Aの．人事制度（r6gime　du　personnel）および運営予算（cr6dits　de

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　fonctionnement）に関する第5条の規定について」。

②「公共部門に関するC．S．A．の権限についての第8条の規定につい
　　　　　

　　て」。ここでの細目として掲げられるのは、

　1「《重大な違反》概念への準拠について」、

　2「職務機関の長（pr6sident　de　l’organisme）の人的責任の免除につい

　　　て」である。

③「視聴覚コミュニケーションの公共部門と民間部門の双方に適用さ

　　　　　　　　　　　　　ゆ　
　　れる第11条の規定について」。ここでの細目として掲げられるの

　　は、以下のものである。

　1「コンセイユ・デタの議を経たデクレへの付託について」、

　2「C．S．A．に規則制定権限が帰属することについて」。

④「地上波もしくは衛星による視聴覚コミュニケーションの民間サー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
　　ヴィスの経営の承認にかかわる取り決めについて」。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
⑤「C．S．A．の制裁権に関する第5条について」。ここでの細目として

　　掲げられるのは、以下のものである。

　1「行政上の制裁制度に関する原則それ自体について」、

　2「1789年人権宣言第8条違反および憲法第34条違反を根拠とする
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　　　理由について」、

　3「第42－1条第1項に定められる制裁について」。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
⑥「第30条の仏領ポリネシアへの適用可能性について」。

本節ではとくに、判示⑤部分と③一2部分に注目して検討する。

　⑤一1部分において憲法院は、「82年判決」で判示された人権宣言11

条にかかわる判示（本章第2節で引用した判示①一1回分）をそのまま繰り返

し、人権宣言第11条に基づく“コミニュケーションの自由の行使”と、

“憲法的価値を有する目的”とを「両立」させる必要性、さらには、そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
の権限が立法府にあることを再確認している。

　そのうえで、引き続き以下のように判示する。

「この憲法的価値を有する目的の実現のために、立法者は、自

　由に、視聴覚コミュニケーションサーヴィスのさまざまなカテ

　ゴリ』を、行政上の免許制度（r6gime　d’autodsadon　administrative）

　に服させる。また、視聴覚コミュニケーションに関する憲法上

の原理（principes　constitutionnels　en　mati6re　de　communication

audiovisuelle）の尊重を監守する責務を、独立行政機関（autorit6

administrative　ind6pendante）に負わせることも、同じく立法府の

　自由である。同様に、本法は、権力分立の原理を損うことなく、

視聴覚コミュニケーションの自由を行使することを保障する責

務を担った独立規制機関（autorit6　ind6pendante）に、その任務達

成のための必要限度内で、制裁権限を付与するものである」、
　　　

　と。

このように、本判決は、立法者が法律で免許制度を採用し、さらに独
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立行政機関の制度によって「自由」の保障をはかることが、「視聴覚コ

ミュニケーションの自由」と1両立」するものであることを明らかにし

た。

　ここでは独立の行政機関による民間部門への制裁権行使が問題にされ

ていたが、憲法院は、権力分立原理に言及しながら、その権限の行使を

認めた。こうした問題は、法律上認められる当該機関の独自の規制制定

の問題、さらには当該機関への権限の委任の限界論にも密接にかかわる

ものである。

　そこで、この点について憲法院は、判示③一2部分において、以下

のような原則を示した。

「C．S．A．専管の規則制定措置について本法は、　C．S．A．が、広

告に関する義務的性格を有する規則（r6gles　d60ntologiques

concernant　la　publicit6）に同じく、制度に関するコミュニケー

ションの規則、また、後援（parrainage）に関する規則、また、

こうしたものから派生する規則についても定める権限を付与し

ている。ここでの授権が広範な場合には、憲法第21条に定めら

　　　　　　　　　　　く　
れる諸事項への抵触が生ずる。・…」

　ここでの判示は、まず、憲法第21条の規定によって法律の発効を可能

にする規範の制定権が首相にあり、こうした権限は基本的に他の機関に

は委任できないことを前提として確認しているものと解される。その上

で、本法において認められるC．S．A．の規則制定の内容上の原則を示し、

委任範囲の限界にふれているのである。

　つまり、憲法院は、ここで伝統的な三権分立論に依拠しながら、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
C．S．A．の「行政機関としての性格を強調」しているのである。
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　このあとの判示箇所において、憲法院は、こうした原則的な判示を受

けて、本法が定めるC．S．A．の規則制定権についてのより厳密な文言修正

　　　　　ぐ　　
を行っている一よって、第H章第4節で明らかにしたような権限分配

の原則が確立し、前章第4節§3の「表3」で整理した現行法上の具体

的な権限分配が採られることになる。

　しかし、「89年法」によってC．S．A．に認められた（民間部門への）具体的

な制裁権のカタログについての評価、あるいは規則制定権行使の観点か

らみたCS．A．自律の実質に鑑みれば、本判決についての評価は容易なも

　　　　　　　　の
のではないだろう。

　それを、C．S．A．の権限拡大への歯止めとして肯定的に評価するのか、

それとも、憲法院の行った法の解釈の“あいまいさ”を指摘して、憲法，

院に、よりいっそう開放的かつ教育的な（p6dagogique）創造者としての

　　　　　　　　　　　エ　
役割を期待すべきなのか。

　ただ、こうした評価の多様性からもうかがえるように、本判決が、前

章で確認したC．S．A．の今日までの実践あるいはそのヴィジョンに大きな

影響を与えたことは確かである。

（318）　D6cision　n。88－248　DC　du　17　janvier　l989，ノ10．　Jo’56’46cκ’3，18　janvier

　l989，　pp．754－75＆：R8c．1989，pp．18－29．本稿ではZσに拠る。

　　なお、DEBBAASCH（C．），」65　grαη45αrr2’5伽論。々461’側4’ov’躍ε1，　Sirey　l　991．

　および、DERIEUIX（E．），　DROIT　4ε1αCO1協4σM「CAπ01＞∫ノσR∬PRσZ）ENCE

　R8c肥’」4θ’8κ’68364諾，　COLLL宜GIPRESS，　VICTOIRES后DITIONS　l998．にも

　所収。さらに本判決は、FAVOREU（L）et　pHILIp（L．），　L83　grαη465440’3’oη5

　伽Coη3θ∫Z　coπ∫”嬬∫oηη61（さしあたって、11e　6d．　DALLOZ　2001．を参照）にも収

　録される。

（319）　　∫0。Jo∫38’44cr8’5，18janvier　l　989，　P．754．

（320）　　Zわ∫4，pp．754－755．

（321）　　丑）’d，p．755．

（322）　　1わ此孟，pp．755－756．
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（323）　　Zわ’4L，　pp．756－757．

（324）　　ノわ’d，pp．757－758．

（325）　　ZZガ4L，　p．756．

（326）　　Zわ∫4。，p．756。

（327）　　Zわ’4L，　p．755．

（328）前掲注（223）でもふれたが、ここで、引用・参照、村田前掲注（10）論文

　　（「フランスにおけるコミュニケーションの自由と法律の留保一憲法院

　1996年7月22日電気通信規制法違憲判決覚書　　」）160－16！頁。なお、村

　田教授は、ここでAUTINの所論に依拠している。

（329）ZO．　Jo’5θ’44cz8’5，18janvier　1989，　P．755．et　p．758，また、・村田前掲注（10）論

　文166頁の註釈（18）も参照。

（330）DEBBASCH（C．），　op．c∫’．，　pp．51－52．なお、本件判批であるFAVOREU（L．），

　瓦∠λP．，1989，PP．492－496．；FAVOREU（L）et　PHILIP（L．），　oμc紘PP．722－737．も参

　照。

（331）GENEVOIS（B．）による本件判批、DELCROS（8．），　GENEVOIS（B，），

　MORANGE（J．）et　TRUCHET（D），《La　nouvelle　r6forme　du　droit　de　la　communication

　audiovisuelle：la　loi　du　17janvier　l　g8g》，R．EaA．，198g，　p．228．を参照。

小結

　本章で検討した「視聴覚コミュニケーションの自由」に関する！980年

代の4つの憲法院判決は、さしあたって以下のように要約できるだろう。

すなわち、

　①いまだ「独占」期にありながら、「独占」の“特例”の享受

　　について、立法者の示す諸条件と「表現の自由」との調和の観

　　点から「憲法的価値」にふれた「81年判決」（第1節）、

　②「自由化」を迎えてからのちに、放送をも含む視聴覚という

　　「多大な影響力」をもつ手段によって行われるコミュニケー

　　ションを、明確に人権宣言第11条の保障のもとに位置づけた

　　「82年判決」（第2節）、

　③多元主義の観点から「受け手」の自由ないしは権利の保障を
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　中軸に据え、立法上の措置（集中排除規定等）についての憲法適

　合性を精確に審査した「86年判決」（第3節）、

④　現行の規制権限機関であるC．S．A．の規則制定の内容上の原則

　を示し、委任の範囲の限界にふれ、法が定めるC．S．A．の規則制

　定権についてのより厳密な文言修正を行うに至った「89年判

　決」（第4節）。

　こうした判例理論の“精緻：化”傾向は、「89年判決」後の「94年法」

による「86年法」改正過程一詳細の検討については他日を期したが、さしあ

たっては、第H章第4節§3および註釈（249）を参照していただきたい。ここでは、

新たな公共部門のチャンネルである「ラ・サンキエーム」の設立を中心とする公共

部門の再編および公共部門に対するC．S．A．の制裁権発動を可能にする「86年法」の

改正を眼目とする内容にふれた。なお、この「94年法」は、さらにいくつかの改正

内容を含む。そのうちで主要なものは、「第7条（系列に属さないローカル放送局に

よる自主放送一d6crochages　locax一）、第8条（免許の更新）、第11条（仮免許）、第14

　　　　　　　　　　く　条（資本の増加）」とされる一で、国民議会議員および元老院議員が審査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
請求人となってとなえられた憲法異議に対する判断である「94年判決」

において、いっそう発展的なものとなった。

　すなわち「89年判決」とその後の「94年判決」によって、免許制度や

独立行政機関のシステムによる「自由」の保障についてのみならず、さ

らには規則制定権の保障や免許活動の実践一「94年判決」では、免許

更新の際のC．S．A．の介入条件が明確にされている一にかかわる当該機

関の“自律”をめぐる問題について、より精確な審査が実践されること

になった。両判決は、憲法院による、当該「自由」行使のための“保障

者”ないしは“監守者”としての独立行政機関の位置づけと、特定の場

面でのその活動指針を明確にした点で、不可分な関連性を有するもので

ある。

　また、同様に、詳細の検討について他日を期した「2000年法」による
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「86年法」の改正一さしあたっては、前掲註釈（244）を参照されたい。公共部門

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　の再編やインターネットプロバイダにかかわる改正内容等を含むものであった一

のプロセスにおいて、国民議i会議員および元老院議員が審査請求人と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
なってとなえられた憲法異議に対する判断である「2000年判決」におい

ても、本稿で取り上げた80年代の諸判決をふまえて、さらに精度の高い

審査が実践されているようである。

　このように、1990年代以降のさらなる展開へと引き継がれることにな

る、本稿で検討した1980年代の憲法院の判断からは、そうじて「受け

手」の自由を基礎に置きながら、多様な「送り手」を創造することに

よって、多元主義を保障しようとする憲法院判事の姿勢を看取すること

ができる。それゆえに、1980年代以降のフランス憲法院が、「表現の自

由」のアクター双方に配慮しながら、視聴覚コミュニケーションの分野

における“公的自由”の保障立法の憲法適合性審査を発展的に行ってい

ることは、ひとまず、判例理論の“精緻化”と評価しても差し支えばな

いものと考える。

　しかしながら、こうした80年代の視聴覚コミュニケーションの判例理

論の展開においても、先にふれたような「憲法適合性ブロック」への評

価も含めた審査基準の一貫性に、かかわる問題が残されることになるだろ

う一90年代以降の視聴覚コミュニケーションの諸立法に関する判断で

は、こうした問題はどのように継承される（あるいは、されない）のだろ

うか一。

　さらにまた、このことは、視聴覚コミュニケーション以外の表現媒体、

とりわけ一時期をほぼ同じくする　　プレスにかかわる80年忌憲法院

の判断との関連ないしは対照においてどのように考えるべきなのだろう

か。

　本稿においては、「自由化」を迎えて最初の実質的な判断となった

「82年判決」（本章第2節）によって、“コミュニケーションの自由の行使”
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と“憲法的価値を有する目的”との「両立」の必要性が説かれ、「多大

な影響力」をもつ手段である視聴覚によるコミュニケーションが、明確

に人権宣言第11条の保障のもとに位置づけられることを確認した。しか

しながら、樋口教授によれば、視聴覚コミュニケーションの領域におけ

る多元性が、こうした「両立」（ないしは「調和」）の文脈であらわれる

“憲法的価値を有する目的”のひとつとして語られることは、人権宣言
　　　　　　　　　　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　へ　　　　　　　　　くヨ　

第ll条との関係では「相互対抗的なもの」とされる。すなわち、新聞事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
業の集中排除規制についての1984年および86年忌2つの憲法院判決では、

新聞における（日刊紙の発行による）多元性の保障それ自体が、人権宣言
ヘヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　へ　　　　　くヨ　　　　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　ヘ　へ

11条の枠内で語られているために、少なくとも視聴覚コミュニケーショ

ンにかかわる「82年判決」との対照からすれば、同視することはできず、

メディアごとの区分の可能性を認めることになるものと解される。

　しかしながら、矢口教授も指摘するように、「82年判決」から一歩進

んで、当該新聞についての二判決と視聴覚コミュニケーションにかかわ

る「86年判決」（本章第3節）との異同に着目すれば、その実は、ほぼ同じ

ものとして評価することができる。のみならず、先にも検討したように、

「86年判決」が視聴覚の伝達手段の特異性等を強調した判断を行ってい

ることは、ここで、新聞とは異なった側面を引き出すことにも資するこ

　　　　　　　　に　
とになるはずである。

　このように考えてくると、もはや「多元主義の尊重は憲法上の要請で

あるばかりか、プレスをも含む、あらゆるコミュニケーションの部門に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
課される義務としてみなされる」ことになるだろう一しかしながら、

それでもなお、ここで視聴覚メディアの特異性が取り沙汰されることは

非常に興味深い。ここでの特異性は、いわゆる放送の「公共性」をめぐ

る議論に引きつけた議論を可能にするものなのだろうか。

　ただ、ここで判例が言及する“憲法的価値を有する目的”を、そもそ

も「憲法適合性ブロック」を構成する要素とみることなく、憲法上の権

利行使の響導概念（「ディレクティブ」）として、あるいは「プログラム的
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性格を有する」ものとして理解すれば、可能性としては、必ずしも積極
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
的な評価を導くことにはならないのかもしれない。さらには、新聞にか

かわる「84年判決」における“憲法的価値を有する目的”が、憲法原則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（342）
から演繹される「中間的な規範」として機能したものと評価するのなら、

こうした見解を、視聴覚をめぐる判断の場面において再考する必要も否

めないだろう。このことによっても、さらなる評価の可能性が広がるこ

とになる。

　このように、極めて重要な問題として、そもそも審査基準それ自体の

整理と評価の問題が残されてはいるが、ともあれ、「視聴覚コミュニ

ケーションの自由」の性格を“人権”として実質化することを試みた80

年代の一連の憲法院の判断は、判例理論の“精緻化”傾向を裏づけるも

のとして肯定的に評価されるものであると考える。

（332）註釈（249）でも掲げた「94年法」の解説および「94年判決」の判批であ

　　る、MORANGE（J．），《La　r6forme　de　la　communication　audiovisuelle

　Commentaire　de　la　loi　n。94－88　du　l　er　56vrier　1994，　modifiant　la　loi　n。86－1067　du

　30septembre　l986　relative　a　la　libert6　de　communication，　et　de　la　d6cision　du

　Conseil　constitutionnel　n．93－333　DC　du　21　janvier　1994》，R。ED．A，1994，　P．1177．

　　・なお、本稿「（二）」脱稿後、REGOURD（S．），餅。∫∫4θ1σco〃2〃1槻’cα”oη

　偲4’o．v’躍611816r　44．，　PU．F　2001．にふれた。　REGOURDによれば、こうした

　　内容を盛り込んだ「94年法」は、「自由主義理論の深化」に資するものとし

　　て位置づけられることになる（pp．75－77）。

（333）　D6cision　n。93－333　DC　du　21janvier　l994，、R6c。1994，　pp．32－39．

（334）本稿「（二）」では、この「2000年法」によって改正された「86年法」の

　　テキストとして、CODE　DE五4　CO躍MσN1（二4η「ON　264．，　DALLOZ　2001．を用い

　　たが、「2000年法」自体のテキストは、ZO．，10∫56’44c溜5，2ao血t　2000，

　pp．，11903－l1922．に所収されている。この法律は、全93条から成るものであ

　　り、「86年法」を全面的に改正するものである。なお、本稿「（二）」脱稿後、

　　DEBBASCH（C．），　ISAR（H．）et　AGOSTINELLI（X．），　Dπ）々46　Zαcαη1η朋’cα”oη’

　A配4∫ov’5配61－Pz8∬θ一1η’θrη6あ16r　44，　DALLOZ　2002。にふれた。同書に拠っても、

　　フランスにおけるインターネット規制については、国内法として、この

　　「2000年8月1日の法律」による改正後の「1986年法」が中心的な役割を果

　　たすものと解される。しかしながら、ここではさらに、それに先立って出
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　　された「2000年6月8日の欧州議会および理事会指令（Directive　2000／31／CE

　du　Parlement　europ6en　et　du　Conseil　du　8　juin　2000）」が重要な法源となってお

　　り、さらに関係諸条約も参照されている（pp，497－580）。こうした問題の検討

　　については、前述のとおり、野幌に譲る。

　　　なお、「2000年法」の解説については、REGOURD（S．），　op．　c’∫。，　pp．77－79．も参

　　照。

（335）　D6cision　n．2000－433　DC　du　27　juillet　2000，　R8α2000，　pp．121－133．および、

　ノ10．，10’36’46c澱ε∫5，2aoαt　2000，　PP。，11922－l1927．

（336）参照・引用、樋口前掲注（127）論文（「二つの『自由』、または『公正』の

　代価一1984年のフランス新聞法制を素材として一」）とくに134－139頁。

（337）　【1984年10月10日・11日の憲i法院判決】（D6cision　n．84－181　DC　des　10　et　l　l

　october　1984，　R6c．1984，　pp．78－93．）　および、【1986年7月29日の憲法院判決】

　　（D6cision　n．86－210　DC　du　29　juillet　l　986，　R8c．1986，　pp．61一）。な．お、この「84

　年判決」は、FAVOREU（L．）et　pHILIp（L．），　Lθ587伽4θ5磁。，5∫oη∫4μCoη5ε〃

　coη∫’”厩。ηη6’（さしあたって、11e　6d．　DALLOZ　2001。を参照）にも収録される。

　　　この両判決については、樋口前掲注（127）論文のほかにも、矢口俊

　　昭「フランス憲法院判決の進展一新聞事業の集中排除に関する二判決を

　　中心に一」香川法学第7巻第3・4号（1988年1月）585－614頁が詳細に検討

　　する。

　　　また、さらに、両審査ののちに成立した立法については、各々、邦語に

　　よる紹介がおおやけにされている。前者につき、参照、小早川光郎「新聞

　　支配の規制一新聞事業者の集中の制限および財政的透明性・多元性の確保

　　のための1984年10月23日法律第937号」日仏法学14（1986年）75－78頁。後

　　者につき、参照、多賀谷一照「新聞法制一新聞法制の改革に関する1986年

　　8月1日の法律」日仏法学15（1987年目96－98頁。

（338）参照、樋口前掲注（127）論文134－135頁。さらに、矢口前掲註釈（337）

　　論文610－611頁。

（339）　参照、矢口前掲註釈（337）論文613－614頁。

（340）　LUCHAIRE（F），　LA　PRO7ECη「01＞CON5η「τσπ0ムη＞ELLE　DE3　DRO1∬E7

　　DE3　LIBER7嘘5，　ECONOMICA　l　987，　p．126．傍点は、井上による。

（341）参照、矢口前掲註釈（337）論文611頁。ここで矢口教授は、PHILIP（L．），

　　AvRIL（P．），　GIQUEL（」．）の所論に依拠して、問題を論ずる。

（342）参照・引用、江藤前掲註釈（224）論文（「フランスの違憲審査制をめぐる

　　憲法規範論の再検討」）とくに260－261頁。ここで江藤助手が依拠するのは、

　　BLANQUER（J－M．）の所論である。
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結　語

　第HI章で検討した憲法院の判断からも明らかだが、「視聴覚コミュニ

．ケーションの自由」の領域における「憲法的価値を有する目的」「憲法

的価値を有する原理」は、何よりも多元主義の保障によって基礎づけら

れるものであった。またこのことにも関連して、「受け手」の自由を前

提とした多元主義の保障のために、公共・民間といった部門の別を問う

ことなく、「送り手」にはさまざまな義務が課せられるこ：とになる。そ

して、本稿では、ここで両部門にかかわる基本原理として、視聴覚コ

ミュニケ7ション自体に内在する概念である「公役務」が機能すること

を確認した。

　さらに本稿では、フランスにおいて当該領域における独立行政機関が、

82年代以降、「自由」の行使の“保障者”ないしは“監守者”として、

重要な役割を果たしてきたことも看取できた。もっとも、第H章で論じ

たような創設のプロセス、さらにはその後の活動をめぐる“政治化”の

問題、また、今後の存続をめぐる不安定要因（第∬章「小結」参照）も散

見された。

　ところで、こうしたフランスにおける「視聴覚コミュニケーションの

自由」の性格は、第H章でもふれたように、「表現の自由」という自然

法に基礎づけられる個人の権利である“人権（droit　de　l’homme）”そのも

のではなく、こうした“人権”によって基礎づけられる、法律により保

障される「自由」である“公的自由（libert6s　publiques）”と解される。

　本稿における検討はまた、立法府の手による“公的自由”の立法の内

容を分析し、そうした「自由」の立法をめぐる憲法院の判断によって、

“人権”に基礎づけられた“公的自由”としての「視聴覚コミュニケー

ションの自由」が発展してきたプロセスを実証するものでもあった。
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　そこで、「結語」では、“公的自由”としての「視聴覚コミュニケー

ションの自由」を基礎づけるさまざまな立法が、“人権”としての「表

現の自由」の保障にどのような局面を付与したのかについて、さらには、

当該「自由」の性格づけをめぐる問題について、いま一度ふれておくこ

とにする。

　当該領域の“公的自由”が、明確に“人権”に基礎づけられるもので

あったとしても、より現実的に考えれば、表現の媒体ないしは手段とし

ての視聴覚コミュニケーション（あるいは放送）は、現実にあらゆる者に

対して開かれているわけではない。そこで「表現の自由」のアクター各

自をめぐる問題についても、さらに個別的に敷術しておく必要があるだ

ろう。

　前期（井上前掲注（1）論文（「フランス放送行政における『独占』の史的経緯（一）

（二・完）」）においても検討したように、“受ける自由”や「受け手」の権

利については、反論権やアクセス権としての具体化が、すでに1970年代

の「独占」期の立法において明確にされていた。こうした保障は、今日

もなお引き継がれるものである。

　他方で、「表現の自由」のアクターとなる「送り手」ないしは“送る

自由”については一本稿において検討したように、外部的多元主義を

実現した「82年法」（第H章第2節）以降、とくに問題とされるに至ったも

のであるが一、実際には、マス・メディアの「企業活動の自由」とし

て理解すべきものと考えられる。

　すなわち、ここでシャムウ（Jean－Pierr6　CHAMOUX）も指摘するように、

今日では、事実上「表現の自由は、企業活動の自由、およびコミュニ

ケーションメディアにおける民問からの投資とあいまって、コミュニ
　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
ケーションの経済領域に立脚する」ものと考えられる。
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　しかしながら、ここで放任の企業活動が認められるものではないこと

を、憲法院の「82年判決」は明らかにした。

　第皿章第2節において、この判例を検討した際に、私は、この点につ

いての憲法院の判示が「企業活動の自由」一般にまで拡大するのではな

いという留保のもとに、放送を含む視聴覚コミュニケーションの活動の

“公的な性格”ないしは、完全な市場に委ねることのできない“一般的

利益”の特性を基礎づけることになると考えた。

　このことは、立法府が免許制や集中排除措置を盛り込んだ放送への規

制立法を制定し、憲法院が当該立法の憲法適合性を審査し、独立行政機

関をも含む政府がその立法を執行し、そうした活動についてコンセイ

ユ・デタが司法統制を加えるという「公権力の介入」の“必然的”な性

格を裏づけるものともいえる。もっとも、ここでこうした“公権力介入

の必然性”のみが“放送の公共性”を基礎づけるものではないことは当

然である。

　「視聴覚コミュニケーションの自由」が“公的自由”であることから

も、ここでの事業活動については、必然的におおやけの秩序の観点から

公権力の介入は許容されることになる。このことを「表現の自由」との

関連でとらえるならば、以下に引く、モランジュ（Jean　MORANGE）の

指摘が示唆的である。すなわち、

「往々にして“第四の権力（4e　pouvoir）”と称される視聴覚コ

ミュニケーション」の「領域における表現の自由は、送り手

（op6rateurs）にとっては、まったく二次的なものである。それ

は、ここでの問題が検閲や差止めにあるのではなく、放送番組

や広告にあるからである。したがって、われわれは、作り手

（cr6ateurs）には反対の意思を表明することがない。それどころ
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か、1こうした作り手にはまったく目もくれていない。もっとも、

われわれは、公衆が番組から遠ざけられることを望んでいるわ

けではない。そして、われわれは、最善のものが公衆に送られ

るように作り手が欲することを、彼らに求めているのである。

こうした観点からすれば、現実問題として、表現の自由を保護

するのは、この文脈においてはよい意味で、公権力、すなわち

立法者、政府、憲法院判事（juges　constitutionnels）ということに

　　　　の
なる」、と。

　ここでモランジュは、“第四権力”としての視聴覚コミュニケーショ

ンの位置づけを前提にしながら、残された三権としての公権力、すなわ

ち立法者、政府、憲法院判事による現実の「表現の自由」の保護を指摘

している。

　この各々についてみてみると、まずは、これまでの検討から、少なく

とも憲法院（判事）については、明らかに現実の「表現の自由」の保護者

としての役割を認めることができる。紅皿章でも検討したように、今日

の憲法院は、当該領域においても、議会が政府の所管に介入していない

かを監視する単なる“監視者”ないしは“確認者”から、“人権ないし

は自由の保障機関”ないしは“擁護者”へと、確実にその役割を拡大・

進化させている。ここで憲法院の果たした役割は大きい。

　立法者については、「82年法」によって外部的多元主義を実現させた

こと、そして“政治化”を要因とする変遷の事実はあったものの、多元

主義保障のために、「独占」期のような自らの執行とは異なった法の執

行主体としての独立行政機関のシステムを一貫して採用してきたこと

一もっとも、「82年法」下では「公役務特許契約」の手法が残されて

いた。しかし「86年法」によってこの手法は廃止された一からすれば、
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確かに議会多数派の変化の産物ではあるものの、結果としては、現実の

「表現の自由」の保護i者としての役割を認めることは可能であると考え

る。

　政府についてはどうだろうか。おそらく“現実の”という留保からす

れば、最も「表現の自由」の保護者としての役割を期待される存在にな

るはずである。モランジュの文脈からすれば、視聴覚コミュニケーショ

ン自体が“第四権力”であると位置づけられるために、独立行政機関は

ここでの政府に含まれるものと解されるだろう一つまり、モランジュ

の見解は、恩田章第4節でみた伝統的な権力分立論に依拠する憲法院

「89年判決」とは整合的なものであるといえる。これとは対照的に、第

五共和制下の三権を前提にして、独立行政機関を“第四の権力”とする

（もっとも、正確にいうならば“第四の公権力”とでも表すべきだろうか）、

第H章小結で引いたデルクロ（Xavier　DELCROS）のような用語法もみら

れる（前掲注（262）参照）一。

　もっとも、この点の論証については、本稿「はじめに」および註釈

（8）において留保したように、行政法学的な観点からの検討、すなわち

政府ないしは独立行政機関（H．A．C．A．一C．N．C．L－C．S．A．）の活動の実践、

コンセイユ・デタを中心とするその司法統制の分析をまたなければなら

ない（また、ここで前掲註釈（260）も参照されたい）。しかしながら、本稿にお

いても、こうした独立行政機関の実践が、とくに前述の憲法院「89年判

決」および「94年判決」の判示にしたがったものになることを確認する

ことができた。

　このように考えれば、倣送」を媒介とする「表現の自由」のアク

ターは、もはや「受け手」「送り手」のみならず、そこで実質的な「表

現の自由」の保護者としての役割を担う公権力をも含めた関係のうちに

とらえなければならないだろう。

　そしてここでは、先に引いたモランジュの指摘にもあったように、さ
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がわずかばかりも懐古主義（pass6iste）でないかどうかを、つまるところ

は、視聴覚領域における真の意味での企業活動の自由が今後も存在する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
ことがないか否かを、自問することが可能だ」ということになるのだろ

うか。

　フランスにおける当該「自由」について検討した本稿は、必ずしもわ

が国における「放送の自由」をめぐる議論に、直接的な示唆を与えるも

のではないだろう。そして、今の時点では、筆者自身その可能性につい

ても明確にするには至ってはいない。

　そこで、あくまで現時点においてではあるが、最後に、この領域にお

ける今後の比較法研究に向けての課題を指摘しておきたい。

　私は、以下の2つの観点から、この領域におけるフランスと日本との

比較法研究をすすめるべきであると考えている。すなわち、

　①わが国において厳密に“人権”および“公的自由”に該当す

　　る区分が採られていないことに留意しながらも、おそらくはフ

　　ランスにおいてもいまだ詳細に論じられてはいないであろう、

　　「表現の自由」と「視聴覚コミュニケーション（あるいは限定的

　　に、放送）企業活動の自由」の連関を明らかにすること。

　　　そのために、“人権”としての「財産権の行使」といった観

　　点から、さらには「営業の自由」をめぐる議論の展開から、当

　　該「自由」をいま一度精査すること。

　②上記検討を受けて、主として「表現の自由」の文脈で論じら

　　れるわが国の「放送の自由」論が、果たして真にフランスの制

　　度と「対照的」といえるのかを明らかにすること。

　　　そして、この論証をまって、フランスにおける当該「自由」

　　をめぐる“人権”論の性格づけ、さらには法律上の制度構築

　　（たとえば独立行政委員会のシステム）も含めた多元主義の観点か

　　らの“公的自由”の保障論全般から、日本法への示唆可能性を
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らに、「送り手」自体も一元的なものではなく、表現の「作り手」とい

わば狭義の「送り手」とに分離する現実がみられることにも留意すべき

である。このことはまた、民間部門のみならず　　註釈（244）でふれた

公共部門の番組制作会社S．F，P．の民営化の動きにも顕在化してきたよ

ケに一公共部門にも妥当するものである。

　したがって、先にシャムウが説いた、今日あるいはこれからの「表現

の自由」が、よりいっそう「企業活動の自由」ないしは「コミュニケー

ションの経済領域」に立脚するものになるという指摘は、やはり確かな
　　　　　　　　　　　く　　
ものであるように思われる。

　このように考えると、フランスにおける当該「自由」は、ひとまず、

「公共的な役割を担う存在でありながら、私企業たる宿命を免れること

のできないマス・メディア企業に対して与えられる、自然人の『意見の

自由』を妨げないという内在的制約をともなった自由である」と考える
　　　　　く　
ことができる。またそのために、あるいは「わが国の制度とは対照的で

　　　　　　　く　
ある」とみることも可能なのかもしれない。

　今日、あるいはこれからも、よりいっそう複雑化・多様化する可能性

のあるさまざまなアクターを内在させながら、フランスにおける「視聴

覚コミュニケーションの自由」は、“公的自由”として、法律による規

制を受けつつ、あるいは、まさにモランジュの説くような“よい意味で

の”公権力の介入を予定しながら、“人権”としての人権宣言第11条の

「表現の自由」の保障に根拠を置く「自由」として、さらなる発展をみ

ることになるだろう。

　ただ、こうした「自由」が、あくまでも人権宣言第11条から導かれる

以上は、憲法院が明らかにしてきたような「受け手」の権利を軸として、

ここでの「自由」を語ることが不可欠であろう。そうである以上、ここ

で“ひとりの「受け手」”として銘ずべきは、「私たちは、憲法院の判例
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吟味すること。

　なお、こうした日仏比較法的観点からの検討に立ち入るにあたっては、

さらに前提として明らかにすべき課題が残される。

　それは、これまでに指摘してきたような、最近のフランスの「視聴覚

コミュニケーション」をめぐる立法や判例の動向、さらには当該領域で

の行政争訟の分析である。また、わが国における「表現の自由」として

の「放送の自由」論それ自体も精査しなければならない。かつ、わが国

およびフランスにおいて「番組基準」「倫理綱領」ないしは「ジャーナ

リストの倫理」といったレヴェルで機能している、法令によらないメ

ディアの「自主規制」のシステムーなお、ここでは、わが国における

独自の救済システムである「BRC（放送と人権等権利に関する委員会）」の

活動も含まれる一についても分析、評価しなければならない。

　今後は、こうした課題各々について、今後の別稿で逐次解明しながら、

上記観点からの比較法研究を行らていきたい。
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